
「共有林利用の変質と活性化」 

‐桝沢共有林と五反沢共有林を事例に‐ 

 

○奥田裕規・横田康裕(森林総研)、井上真・斎藤暖生(東大)、狩谷健一(金山町森林組合) 

 

１．はじめに 

高度経済成長期においては、山村から出て行った人たちが、都市に集中しても、そこ

には雇用面で彼らを吸収する力があった。しかし、近年は経済のグローバル化のなかで、

工場が人件費の安い海外へ流出したり、省力化されたりするなど、その吸収力は減退し、

フリーターや派遣労働者が都市にあふれ、都市部の社会状況は極めて不安定なものとな

っている。一方、山村に目を向ければ、人口が減少し、森林所有の不在村化や世代交代

による森林管理に関心のない所有者の増加が顕著になってきている。このような状況の

なかで共有林の住民にとっての位置づけも変化している。 

 

２．共有林の現状 

共有林は、日々、地域で暮らしていくために必要な資材を調達する、不可欠な存在で

あった。しかし、山下(2011)が、長野県の未整備入会林野を対象に詳細な実態調査を行

った結果、「飯山市では、集落を母体に認可地縁団体を設立する事例が急増し、また、3

つの生産森林組合、全てが解散し、認可地縁団体（1991年の地方自治法改正により創設

された）に財産を移している。その理由として、登記名義と権利者の不一致に煩わされ

ないことや法人税等の経費負担の軽減というメリットがあったこと」をあげているよう

に、収益が見込めない共有林は、地域住民にとって、不必要な存在になりつつある。 

 

３．共有林の変質と課題 

山形県金山町桝沢共有林と秋田県上小阿仁町五反沢共有林を事例に考察する。 

五反沢連合部落共有林では、人工林化した共有林は、管理は森林組合任せ、そこから

得られる金銭を当てにし、その権利は、たとえ離村したとしても、持っていたい、貯金

のような存在になっている。桝沢共有林においても、以前は、共有林を価値あるものと

見なさず、その存在に大半の住民は無関心であったが、近年の広葉樹に対する関心の高

まりのなかで、その存在が見直され、伐採し収入を得るために、森林組合を主体とした

管理体制を構築しようとする動きが、見られる。このように、共有林は、人任せ（若し

くは、森林組合任せ）の、自ら管理・利用しようという対象ではなくなってきている。 

 

４．おわりに 

田舎に暮らす人たちの視点から、彼らの周りにある地域資源を巡る、人と人の、そし

て人と組織の関係の取り持ち方について、発表事例をもとに議論したい。 

 

引用文献：山下詠子(2011)入会林野の変容と現代的意義，256pp，東京大学出版会，東京 

（連絡先：奥田裕規 hironori@ffpri.affrc.go.jp） 



山村における獣害対策のネットワーク圏の形成 

‐栃木県佐野市を事例として‐ 

 

○加藤 恵里・土屋 俊幸（東農工大学） 

 

はじめに 

 日本全国で野生動物による農作物被害が急速に広がっており，深刻な問題となっている。こ

の被害への対策を集落で取り組む場合，これは集落の地域資源管理の一環であると言える。特

に，被害の大きい山村等では，農業も「多義的」に行われていると言われており，野生動物に

よる被害に対する対策の取り組み方も，農業の経済的な枠組みにこだわらず，多様になってい

ると考えられる。しかし，こうした被害への対策のネットワーク圏を，集落を中心に分析して

いる研究はない。近年になって発達してきている農作物被害に対する対策のネットワーク圏を

捉えることは，近年の集落における地域資源管理の在り方を捉えることにつながり，山村の現

状と今後の地域資源管理の考察の一助になるだろう。 

 そこで，本発表では，野生動物による被害に対する対策が，近年になって展開してきた地域

に着目し，その地域の各集落の取り組みのネットワーク圏の分析を行う。 

 

調査地概要及び方法 

栃木県佐野市の旧葛生町・田沼町を調査地として選定した。佐野市では，平成に入り群馬県

から広がったイノシシ個体群を中心に，野生動物による農作物被害が急増している。被害への

対策としては，個人によるものから町会をあげたもの，旧村でつくった協議会によるものなど

多様である。そのため，新たに作られたネットワーク圏の形成が把握できると考えられる。 

2011 年 8 月～2013 年 10 月に，各町会長及び被害への対策の中心人物への聞き取り調査を

実施した。調査では，各町会の野生動物による被害とその対策状況，および町会の概要と地域

活動の状況を中心に行った。 

 

各町会の被害に対する対策のネットワーク圏 

 各町会における被害への対策のネットワーク圏の分析を行ったところ，いくつかのパターン

が把握された。被害への対策は，町内会の班から，町会，旧村など様々なネットワーク圏で行

われていたが，町会によりどの層でも対策の動きが見られないところから，重層的な取り組み

が行われているところなど違いが見られた。また，これらの取り組みは，もともとあった他の

地域活動を行っている組織が主体となっているものと，新たに被害への対策のために新たに組

織が作られているものがあり、これらによってもネットワーク圏に違いがみられた。 

 野生動物による被害の対策は，集落ぐるみで行うことが推奨されている。なぜなら，各家で

取り組むよりも，集落全体で取り組むことで，野生動物を集落へ近づけない環境をつくること

ができ，合理的に被害を防除することができるためだ。今後の野生動物による被害の対策，特

に集落ぐるみの対策を考える際は，この合理的な範囲と現状のネットワーク圏の照らし合わせ

が必要となるだろう。これは，他の地域資源管理の考察においても同様であると考えられる。 

 

（連絡先：加藤恵里 nowhere_dokodemonaitokoro＠yahoo.co.jp） 
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山村の資源をどう活かすか 

ー高知県吾川郡いの町柳野地区における和紙原料生産の動態からー 

 

○田中 求（東大） 

 

はじめに 

山村は様々な資源を生み出してきた。そしてそのなかには特定の山村が持つ自然条件等の中で

のみ生産されてきた資源もある。コウゾやミツマタ等の高質な和紙原料はそのひとつに位置付け

られよう。本研究の課題は，高質な和紙とその原料を巡る現状を整理したうえで，和紙原料とそ

の栽培が有する様々な機能と特性を明らかにし，それらの活用が山村社会にもたらしうるものを

描き出すことである。調査対象地は 1995年より断続的に土地利用動態などの聞き取りを重ねて

きた高知県吾川郡いの町柳野地区（2010年時，102世帯 205人）である。また高知県内の原料問

屋，製紙会社，博物館や JA，役場等でも聞き取りと資料収集を行った。 

結果および考察 

 長期的な保存性や柔軟性等優れた性質を持つ和紙は，レンブラントや横山大観らにも重用され

てきた（柳橋，2004）。さらには近年，土佐和紙の文化財保存修復用紙としての利用が国内外で

活発化していることがわかった。一方，安価で低質な輸入原料の利用が増加したものの，処理過

程に靱皮繊維を劣化させる化学薬品が用いられているため，長期間の保存性が必要となる文化財

には使用できず，高質な国産原料の確保が問題となっている。 

コウゾやミツマタは土壌条件や強風の入り込みにくさ，標高の高さなどによって質が大きく変

化する。全国一の生産量を誇ってきた高知県内において高質なコウゾを栽培してきた旧土佐山村

（現，高知市土佐山地区）等では転作が進み，柳野はわずかに残された栽培適地と位置付けられ

る。コウゾ黒皮については柳野の 8世帯のみで約 2．5ｔ，全国の生産量の 6％を担ってきた。2010

年以降，獣害によるコウゾ株枯死が深刻化しているほか，高齢化に伴う手入れ不足による買取り

価格の低迷が生じているものの，柳野は依然として重要なコウゾ生産地なのである。 

また，和紙原料は多様な可能性を有していることがわかった。地域に適した作物として根付い

てきた和紙原料の活用，獣害に強いミツマタの耕作・再造林放棄地での栽培，ミツマタの花に包

まれた景観の復活と観光資源としての利用，蜜源としての利用による養蜂，コウゾを庇陰植物と

して利用したコンニャク栽培等の試みは，地域社会に「誇り」と「楽しみ」をもたらすことが期

待される。さらに，加工作業等の共同性や販売先の

多様性は，多くの人々とのつながりが必要であるこ

とを意味しており，その再構築は和紙原料に関する

情報の共有を進めるのみでなく，新たな共同性とい

う「賑わい」をもたらすと考えられる。それは和紙

原料の栽培のみでなく，地域社会の再構築にも結び

つくのではなかろうか。 

 

引用文献 

（1）柳橋眞『手漉き和紙‐暮らしを彩る和のこころ』講談社，2004年，143頁 

 

（連絡先：田中 求 aamotota@mail.ecc.u-tokyo.ac.jp） 



山村で暮らすための林業再生にむけて  

‐住み込み型アクション・リサーチからみえてきた課題‐ 

 
○福島万紀（学振研究員 PD／島根大） 

 
1. はじめに 

山村では、焼畑、水田稲作、薪採取、狩猟、木工品生産など、自給的生業と不可分の多様な生

産活動が行われてきた。だが戦後の急速な工業化にともない、都市消費者の需要拡大に応じた特

定の林産物生産が主流になると、日本の工業と都市システムに組み込まれた山村経済は、国際市

場の動向に大きく影響される存在となった。 
一方、山村に暮らし続けてきた高齢者は、零細で自給的な山仕事を継続している事例が数多く

報告されており、そのような生業と暮らしの在り方に、山村移住者らは高い関心をもっている。

では、高齢化がいまも進行する山村に暮らしてきた住民は、どのような思いで移住者をむかえて

いるのであろうか。また、大都市圏から山村に移住してきた若者らは、山村においてどのような

生業を選択しようとしているのであろうか。本報告では、報告者自身が 4年わたる住み込み型
フィールドワークと参与観察を行ってきた知見をもとに、「山村に暮らすための林業」再生と継

承をめざす実践研究に至った過程を分析し、山村在住者と移住者の新たな連携可能性について考

察する。 
 

2. 調査地と方法 

報告者は、2009年 4月から 2013年 3月まで、内発的な地域振興の実践をめざす研究員とし
て、島根県浜田市弥栄町（旧那賀郡弥栄村）に居住した。報告者は、住み込み型フィールドワー

クを継続する過程で、移住者と山村在住者それぞれと対話関係を構築しながら両者のニーズや生

活志向性を明らかにし、山村在住者が移住者をむかえる際、および移住者が山村生活へ参入しよ

うとする際に障壁となる課題や、両者が協働できる山仕事の可能性を検証するアクション・リサ

ーチを実施した。 
 

3. 結果と考察 

山村在住者による日常的な山仕事は、薪風呂用の薪採取、自家用のシイタケ栽培などであるが、

近年は縮小傾向にある。スギやヒノキの間伐を実施している世帯は少ないが、「一緒に仕事をす

る人がいれば、少しはやる気になるかもしれない」という声が多く聞かれた。一方、移住者は、

稼ぎ仕事としての農林業よりも、山村生活そのものへの志向性が高く、副業的に参入可能な林業

技術を習得したいと考えている。だが、そのために必要な道具や機械についての情報、利用でき

る林地、技術習得の機会の 3つが不足していた。これらの山村在住者および移住者は、いずれ
も近郊市街地や町内の勤め仕事のかたわら、水田耕作や自家野菜栽培を行っており、林業活動は

周辺的な活動に位置づけられる。そのような山村において、副業的に参入可能な林業の道筋を開

拓することは、「山村ならではの生活文化の継承」という、山村の暮らしの積極的な意義付けを

内包し、山村在住者、移住者、近郊都市住民の新たな結節点となり得ることが明らかとなった。 
 

（連絡先：  福島万紀  fukushimaki@gmail.com） 



地域林業経営における林地所有の重層性と現代的意義 

宮崎県東臼杵郡諸塚村の事例 

 

○大地俊介・藤掛一郎（宮大農） 

 

はじめに 

 林業と山村の共同性との間にはどんな関係があるか。「所有と経営の分離」を志向する森林経

営計画が導入される中、山村の共的な林地所有について再検討するべき時期がきている。本研

究では自伐林業地帯として知られる宮崎県諸塚村を対象に、地域林業における林地所有の重層

性を観察しその現代的意義について検討した。調査は 2011年秋から 2012年夏にかけて実施し、

分析材料は主に共有林関係者への聞き取りによって得た。 

調査結果 

諸塚村の林地所有は中規模林家層（20ha程度）を中核とするが、共有形態も少なからず存

在し、全体の 20%ほどを占める。それは下記の 3主体に分けられた。 

(1) 自治公民館 

諸塚村に設置されている 16の自治公民館のうち 12の公民館が山林を所有していた。沿革、

経営形態は公民館ごとに異なるが、典型的には共同賦役、共同会計（個人分割なし）、離村失権

を原則としていた。また、拡大造林期に新設されたものも少なくなく、必ずしも入会林野を起

源としていなかった。 

(2) 実行組合 

公民館の下部組織である実行組合も同様に山林を共同所有していた。公民館有林と比較する

と、共同賦役という点は共通していたが、収益は基本的に個人分割している点、離村しても権

利を保持できる点で異なり、より私的な性格をもっていた。 

(3) 共同 

また、共有権者の数におうじて「○○人組山」と呼称される共同形態が多くみられた。この

形態は経営の態様としてはほぼ(2)と同じだが、主体が近隣住民の造林有志による「組」である

点で地縁にもとづく実行組合有林よりもさらに私的であった。だが、これらの「組」は皆伐後

に林地が売りに出されたとき、地域内の余力ある者でつくられていることから、売却林地の共

同的な継承という点で共的な性格を認めることができた。 

そして、公民館単位の地域林業経営では個人林家の自伐活動が推奨される一方で、こうした

共有林を、有利な補助率を引き出すために必要な目標や要件をクリアするための調整弁として

活用しており、森林経営計画の移行期においても重要な位置づけが与えられていた。 

まとめと考察 

 先進的な自伐林業地域として知られる諸塚村だが、そこには重層的な林地所有がありそれが

地域の林業生産活動と不可分に結びついていることが確認された。近年、自伐林家は森林経営

計画の策定主体たりうるかという問題が出されているが、本研究は諸塚においても自伐林業経

営は地域の重層的な林地所有のもとで成立していたことを示唆するものであり、そうした基盤

なしに自伐林業経営が単体で集約化により規模拡大を遂げていくとは考えにくいと思われた。 

 

問い合わせ先：大地俊介（ohchi@cc.miyazaki-­u.ac.jp） 



出身山村と他出先との二地域居住 

 

○大久保実香（滋賀県立琵琶湖博物館） 

 

背景・課題 

 全国人口の減少が始まり、定住人口・交流人口の増加とは異なる形での家族や地域社会の維

持・発展が模索される中、2008年の国土形成計画では「二地域居住」の推進が位置付けられた。

新しいライフスタイルとして注目されることが多い二地域居住だが、本報告では、他出した人々

の出身山村へのかかわりを改めて評価したい。出身山村と他出先との二地域居住を見つめなお

し、それが山村に寄与する可能性と限界を論じることが、本報告の課題である。 

 

方法 

山梨県早川町茂倉集落を事例とする。情報収集は地域住民への聞き取り調査(2008 年～2013

年)と調査票調査(2009 年)による。出身山村と他出先との双方に拠点を持つ生活のあり方は多

様だが、ここでは、実際に見られた二地域居住を、山村で生活する時間の長短から、居住型、

準居住型、帰省型として類型化し、それぞれが山村地域社会で果たしている役割を考察する。 

 

結果と考察 

茂倉では、1960年代後半以降、子供の高校進学を機に、通学のための新たな生活拠点の整備

が進んだ。茂倉は水稲栽培が困難な土地であり、甲府近郊に水田を購入していた世帯では、そ

の作業小屋が利用された。親が山村に・子が他出先に、という状況から、現在までに、親世代

が亡くなった、または他出先での同居を始めた世帯が多い。とはいえ、山村に居住する者がい

なくなった 44世帯のうち 40世帯は、山村の自治組織（区）の一員であり続けている。 

居住型：暮らしの中で、道路や簡易水道の日常的な管理、毎月のお題目などの細々とした行

事の開催、集落内の自主的な清掃など、様々な役割を担っている。区の三役や消防団員を担う

のも彼らである。病院へ通う際など、他出先の子供宅を第二の拠点として利用することがある。 

準居住型：自家用車で 1時間程の他出先から、出身山村を日常的に訪れ、耕作、養蜂、家屋

の手入れなどを行っている。山村では、標高が高くおいしい野菜が作れる点などが評価されて

いる。集落の役職を任される者もおり、任期中は居住型に近づくこともある。 

帰省型：お盆やお彼岸の他、年度初めに配布される区の年間の行事予定を参考に、総人足や

祭りなど特定の日程に帰省する。「お墓がこっちにある」ことは、山村へかかわり続ける理由と

してしばしば語られ、檀家総代を担うこともある。他出先で生まれ育ち、親に連れられ帰省し

ていた孫（他出二世）が、山村での居住を始めた事例もある。 

山村の多様な地域資源は、暮らしの中でこそ見出され育まれてきた。居住型の重要性は言う

までもないが、他出が続く中、帰省型の存在が、作業量の多い総人足や賑わいある祭りを可能

にしてきたことも事実である。自然環境や信仰は、山村という場所と分かちがたく、それが他

出した世代を山村へ引き寄せる一因となっている。ハレを支える帰省型と、ケを支える居住型・

準居住型の組み合わせにより、山村での営みを細々とであれ継続していくことで、山村を次世

代へ繋ぐことはできないだろうか。 

 

（連絡先：大久保実香 okubo@lbm.go.jp） 
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広域地方行政下における財産区運営の自律性の獲得 

‐愛知県豊田市を事例に‐ 

 

          ○三俣 学（兵県大）・齋藤 暖生（東大） 

 

研究の目的 

財産区制度については、林業経済学、法社会学、農村経済学、地理学、環境経済学など広範な

分野の先行研究が数多く存在する。本報告は、コモンズ論や環境ガバナンス論を念頭に置き、制

度的な機能不全を起こした財産区の要因を明らかにするとともに、その機能回復（自律的運営）

の諸条件を愛知県豊田市稲武 13財産区の事例に基づき明らかにする。 

 

研究の方法 

主たる研究の方法は、13財産区それぞれの関係者（議長・議員）関係者、同地区選出の市会

議員、豊田市総務課職員、役所旧稲武支所職員、同地域の森林利用や管理に影響を与えてきた名

望家、森林組合への聞き取り調査と同地で得られた文献資料の考証作業を分析方法とする。 

 

結果と考察  

東加茂郡稲武町内の 13 財産区が、2005 年 4 月の豊田市への合併に伴い、豊田市へ移管され

た。合併 1 年後の決算監査で、地域自治の財源とする使途内容が市の一体性（地方自治法 296 条

の 5）を損ねるもの、と指摘され、旧稲武町で認められてきた 13財産区それぞれの慣行的運営

が否定された。この制度運用の変更により、各財産区の財源使途は、財産管理（森林整備）に関

係するもののみに制限され、財産区の財源に依拠する 13地区では、地域内活動全般が滞り、衰

弱の一途をたどった。かかる状況に直面し、平成 18年ころより 13財産区は、財産区を管轄する

豊田市総務課職員も含めたワークショップや研究会、各集落単位でのワークショップなどを通じ、

問題の所在究明や 13財産区運用の原状回復に向けて議論がかさねられた。その結果、13財産区

は、それぞれの利害や思惑を超え「合併前の原状復帰」に照準を合わせ、豊田市の地域会議の最

重要課題と位置づけ問題提起する一方、豊田市もまた財産区理解を深めるべく議論を続け、財産

区の自律性を担保する条例の策定を通じ、財産区の柔軟な制度運用の道を開くに至った。 

制度の機能不全の主原因は、①財産区および豊田市双方の財産区制度に対する基本的知識の欠

如、②それに端を発する豊田市による硬直的財産区管理に求められる。制度機能の回復経路には

オルタナティブが複数存在するであろうが、財産区は、名目上とはいえ、公的性格を帯びる団体

であるがゆえ、財産区の共益（≒私益）を損なうことなく、その公的位置づけを、「状況に応じ

て再定位していく柔軟性」がより重要になるという示唆が得られた。加えて、柔軟な制度運用を

回復した同 13財産区では、新規住民の財産区定住化事業などの「新たな財産区運営の試み」が

内発的に始まったが、今後、各 13財産区間、行政や外部主体との間における協働もまた、自律

的制度運営を行う上では、重要になってくるような状況（課題）が存在している。 

 

（連絡先：三俣 学 gaku@econ.u-­hyogo.ac.jp） 

 



財産区連合化への試みと背景 

―山梨県富士吉田市における 3財産区の事例から― 

 
○齋藤暖生（東大演習林） 

 

背景と目的 

 共有林は長らく生活資材の供給源のみならず、育林事業等の収益が地域内での公共的な施

設・事業の財源として大きな貢献をし、地域の人々の共同作業等により管理されてきた。いっ

ぽう、近年は育林経営の困難さから、共有林の活用・管理が減退する事例が各地で散見される。

こうした中、小さな集団で限定的かつ複雑に行われてきた体制を再編成し、より大きな単位で

共有林の管理促進を図っていこうとする事例が報告されている。本研究は、山梨県富士吉田市

において最近見られる 3財産区の連合化の動きについて、現状と背景を明らかにすることを目

的とする。 

 

対象地域の概要と調査方法 

 対象地域は、近世時代には、大明見村、小明見村の 2村であったが、明治 8（1875）年に合

併して明見村となった。その後、町村制の規定に則り、同村内に 3つの区会（現・財産区議会）

を設置し、区有財産を管理運用してきた。これらは、昭和 26（1951）年の町村合併により、

現在は富士吉田市管理下の財産区となっている。2013年 7月から 10月にかけて、同地区を訪

問し、3財産区の議員および古老への聞き取り調査、および、市内での資料調査を行った。 

 

結果と考察 

 2012年 4月に 3財産区において現在の財産区議員が選任された。このうち、9名が同級生（60

代）であり、互いの財産区運営に関する情報交換が行われるようになり、現在は、定例的に月

1回の非公式な情報交換、意見交換の場がもたれている。2013年 7月には 3財産区合同で、互

いの財産区有林を見学する機会が初めてもたれた。3 財産区では、一時期は育林事業による収

益等を財源に水道事業や幼稚園運営が行われてきたが、すでに市の事業に移行した、あるいは、

移行しつつある。現在は財産区有林からの収益が見込めず、財産区運営に課題を抱えており、

議員らは危機感を強くしている。この危機感が原動力となり、従来の育林事業にこだわらない

山林の活用策と地域還元策を探るために、情報交換が活発に行われている。 

 この連合化の動きは、学校など実質的な生活空間の共通化と財産区運営に対する共通した危

機感を背景に、新たな利活用策を探る過程でヨコのつながりを求める機運が生じたことによる

ものと指摘できる。将来的には、新しい収益事業を実施する上で財産区であることの制度的制

約も課題として想定されており、より広い連合化が検討されることも考えられる。 

 

（連絡先：齋藤 暖生 haruo_s@uf.a.u-­tokyo.ac.jp） 


